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製薬業界の自主行動計画 

（数値目標） 

２０１０年度（第一約束期間５ヵ年の平均値）の製薬企業の二酸化炭素排

出量を１９９０年度レベル以下に抑制する。 

（対象） 

  ・ 業界団体 ： 製薬協、ＯＴＣ薬協、ＧＥ薬協 

  ・ 対象部門 ： 工場、研究所 

  ・ 対象ガス  ： エネルギー起源の二酸化炭素 

（参加企業） 

  ・ 日薬連業種別団体（１４団体）加盟企業数 ： ３５１社 

  ・ アンケート調査回答企業数   ：   ９８社 

  ・ 数値目標集計企業数    ：   ６６社 

        注）１９９７年度から取り組みを開始 
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業界団体  会員企業数  調査対象数 回答企業数  
回答企業 
（％） 

有効回答数  
有効回答 
（％）  

製薬協   ６７   ６７ ６２   ９２．５ ４８   ７１．６ 

ＯＴＣ薬協   ８２     ８   ８ １００．０   ８ １００．０ 

ＧＥ薬協   ４４   ４０ ２８   ７０．０ １０   ２５．０ 

合 計 １９３ １１５ ９８   ８５．２ ６６   ５７．４ 
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自主行動計画参加企業 

注１） 業界団体に重複加盟している企業数を調整した数。なお、ＯＴＣ薬協加盟企業では、2007年

度以前から自主行動計画に参加していた企業とエネルギー管理指定工場を有する企業は８

社であり、これを調査対象とした。 

注２） 有効回答数 ： 基準年度のｴﾈﾙｷﾞｰデータを把握している企業 

注３） 医薬品製造業全体を基準とした場合は、企業数は３５１社であり、回答企業数ではその割合

は２７．９％、有効回答数では１８．８％となる。また、売上高ベースでは８０．６％（７兆６５２６

億円／９兆４９８０億円）である。 



排出量推移(６６ 社集計) 
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【目標】   ２０１０年度（第一約束期間５ヵ年の平均値）の製薬企業の 
             二酸化炭素排出量を１９９０年度レベル以下に抑制する。  
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要因分析 

昨年度調査で、２００９年度のＣＯ２排出量が基準年度を４．５％下回ったこと

を報告していたが、本年度調査で２００９年度、２０１０年度のＣＯ２排出量が

基準年度を上回った理由として以下の３点があげられる。 

  ・ ＣＯ２排出量に影響が大きい企業の業界団体退会（1社） 

  ・ 自主行動計画に新らたに２社が参加 

  ・ 数社が過去のデータを修正 
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参考資料（Ａ社を算入した場合） 
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売上高原単位推移(６６ 社集計) 
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増加要因 生産活動の寄与（生産量増加等）（＋１００．３万ｔ/＋６６．２％） 

減少要因 
電気等の排出係数の影響（－１４．２万ｔ/－９．４％） 
生産活動あたり排出量の寄与（生産効率の向上等）（－８４．０万ｔ/－５５．５％） 

ＣＯ２排出量 

（万ｔ） 

基準年度比 

（％） 

売上高 

（億円） 

基準年度比 

（％） 

１９９０年度（基準年度） １５１．４ １００．０ ４１，９４７ １００．０ 

     ２００９年度 
１５４．４ 

（１６５．９） 

１０２．０ 

（１０９．６） 
７４，５２２ １７７．７ 

     ２０１０年度 
１５３．６ 

（１６５．７） 

１０１．５ 

（１０９．４） 
７６，５２６ １８２．４ 

増減 

１９９０年度比 
＋２．１ 

（＋１４．３） 

＋１．５ 

（＋９．４） 
＋３４，５７９ ＋８２．４ 

２００９度比 
－０．８ 

（－０．２） 

－０．５ 

（＋７．３） 
＋２，００４ ＋２．７ 
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注）（   ）は、電気実炭素排出係数を使用した値（参考データ） 

二酸化炭素排出量の要因分析（６６ 社集計） 



排出量推移(４８ 社集計) 
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売上高原単位推移(４８ 社集計) 
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ＣＯ２排出量 

（万ｔ） 

基準年度比 

（％） 

売上高 

（億円） 

基準年度比 

（％） 

１９９０年度（基準年度） １４３．３ １００．０ ３９，７７０ １００．０ 

     ２００９年度 
１３５．８ 

（１４５．９） 

９４．８ 

（１０１．８） 
６９，４４７ １７４．６ 

     ２０１０年度 
１３４．６ 

（１４５．３） 

９３．９ 

（１０１．４） 
７１，１１５ １７８．９ 

増減 

１９９０年度比 
－８．７ 

（＋２．０） 

－６．１ 

（＋１．４） 
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注）（   ）は、電気実炭素排出係数を使用した値（参考データ） 

二酸化炭素排出量の要因分析（４８ 社集計） 



エネルギー使用割合 
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重油等の液体燃料から、炭素排出係数の低い、気体燃料（都市ガス等）や電力へのエネルギー転換

が進み、２０１０年度の液体燃料の使用割合は、基準年度の２５％まで低下している。 



エネルギー別二酸化炭素排出量 
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エネルギー転換により、液体燃料からのCO２排出割合は、基準年度比で３０％まで低下している。 



主な対策 ２００８年度 ２００９年度 ２０１０年度 

 主な 

 ハード対策 

 ・ エネルギーの転換 

 ・ 高効率機器等の選定 

 ・ インバーター装置の設置（送風機、ポンプ、攪

拌機、照明等） 

 ・ 機器及び配管への断熱による放熱ロスの低減 

 ・ 製造工程（研究工程）の見直し 

 ・ 漏水、漏洩対策の実施 

 ・ 生産効率の改善（収率の向上等） 

 ・ その他（熱回収等） 

６６，１０５ 

６，５４９ 

１，２８２ 

 

１，４８８ 

－ 

６０８ 

６７６ 

１，１２４ 

３９，４６９ 

２８，２３８ 

１，７２５ 

 

４，３５９ 

－ 

８１０ 

１，８６３ 

４，７８３ 

９，４２６ 

８，２５６ 

１，４０９ 

 

４，０３１ 

７６０ 

１４３ 

５７３ 

２，２３７ 

    計 ７７，８３２ ８１，２４７ ２６,８３５ 

 主な 

 ソフト対策 

 ・ 基準値、設定値の変更（温度、換気回数、清浄

度、照度等） 

 ・ 設備機器の運転、制御方法の見直し 

 ・ 社内活動による意識向上 

 ・ エネルギー監視システムの導入 

１，７９３ 

 

８，１４８ 

－ 

－ 

３,０４２ 

 

８,５９４ 

８１６ 

６１１ 

１，９４７ 

 

３，９１４ 

９６ 

－ 

    計 ９，９４１ １３,０６３ ５，８６１ 

                          合  計 ８７，７７３ ９４,３１０ ３２，６９６ 

省エネルギー設備投資額（百万円） ６,５０７ ５,３２３ ３，４２４ 

投資額／CO2削減量 ７．４万円/t ５．６万円/t １０．５万円/t 
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単位：トン 
温暖化対策の実施状況 



自主行動計画の達成状況 

２００９年度 ２０１０年度 

第一約束期間の目標を既に達成している  ８社 １１社 

第一約束期間の目標を達成できる見込みである   ３社   ０社 

第一約束期間の目標を達成できない ４５社 ４４社 

不明 １１社 １１社 

合  計 ６７社 ６６社 

２００９年度 ２０１０年度 

業界の目標に連動し、目標を設定している １５社 １９社 

目標設定を検討している １９社 １７社 

目標を設定していない、設定予定がない（無回答含む） ３３社 ３０社 

合  計 ６７社 ６６社 
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第一約束期間のCO2削減計画作成状況 



二酸化炭素排出量見込み 
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基準年度に対する２００８年度～２０１２年度の累積排出量は、
＋２６．９万トン（５．４万トン／年） 
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２０１１年度 ２０１２年度 

件数 CO2削減量（ｔ） 件数 CO2削減量（ｔ） 

高効率機器の導入 ２８  ７，１２９ ２３ １２，１４７ 

エネルギー代替    ７  ５，９３１    ４    ７，４５０ 

設備の運転・制御方法の見直し ２３  ６，４９７ １０    １，５９０ 

断熱による法熱ロス低減 １２  １，５０７    ４    １，４５６ 

生産効率改善    １       ５００    ０             ０ 

社内の意識向上    ５       ４０４    ３         １０１ 

インバータ設備設置 １４       ４７６    ７         ７５７ 

基準値の変更 １０  １，４７７    ４         ５２２ 

漏洩対策    ３       １１５    １           ２３ 

排熱回収    ２       １８３    ３    １，３１７ 

エネルギー監視システム導入    ２       ３２０    １         ５００ 

コンデンサーによる力率改善    ５       ２２３    １           ３１ 

製造工程見直し    １       ２６１    １         １４９ 

温度差利用    ０            ０    １           ４７ 

太陽光発電導入    ０            ０    １           ２５ 

コジェネレーションシステム導入    １        ４５８    １         ３８５ 

合 計 １１４ ２５，４８１  ６５  ２６，５００ 
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今後予定されている温暖化対策 
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注）原油換算量で算出 

工場／研究所のエネルギー消費割合 
（２８ 社抽出データ） 

78.8 75.4 70.1 70.4 70.8 71.3 71.8 71.9 

21.2 24.6 29.9 29.6 29.2 28.7 28.2 28.1 

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

80 

90 

100 

1990 2000 2005 2006 2007 2008 2009 2010

割合（％）

（年度）

工場／研究所エネルギー消費割合

工場 研究所



工場・研究所の部門比較 
売上・研究所床面積の推移（２８ 社抽出データ） 
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工場・研究所の原単位推移 
（２８ 社抽出データ） 
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（参考資料）製品由来のフロン排出量 

【 ２０１０年度の排出量予測（BAU値）】 
   １９９６年度出荷量より予測 ： ５４０トン 

【自主行動計画（排出量目標） 】 
  ４０５トン（１９９８年度設定） 
  １８０トン（２００６年度見直し） 
  １５０トン（２００９年度見直し） 
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２０１０年度のHFC排出量は約８８ｔであり、排出量目標（１５０ｔ）を達成した。また、GWP
を用いて計算したＣＯ２換算量は、２０００年度比でおよそ９０％低減されている。 



（参考資料）吸入剤の使用量推移 

22 

１９９７年度に初めてHFC-MDI（吸入エアゾール剤）が発売され、CFC-MDIは順次これに転換さ

れ、CFC-MDIは２００６年度にゼロとなった。また、DPI（粉末吸入剤）は、１９９７年度に開発され、

その後、この使用量が増加し、２００３年度以降は、本製剤が主流となっている。 

２０１０年度の吸入剤の使用量は１９９０年度比で約２．４倍、２００0年度比で１．4倍に増加して

おり、MDIとDPIの比は、およそ３：７となっている。 
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項 目 単位 
２００６年度 
（５８社） 

２００７年度 
（５８社） 

２００８年度 
（６０社） 

２００９年度 
（６０社） 

２０１０年度 
（６２社） 

 延べ床面積 千㎡ ６０６  ６０８  ６１５ ６０２ ６４０ 

 エネルギー消費量
（原油換算） 

千ｋL ２６．４  ２７．３  ２６．１  ２６．４ ２６．９ 

 ＣＯ２排出量 千ｔ-CO2 ４５．３ ５０．８ ４１．９ ４０．５ ４１．５ 

 エネルギー原単位 L/㎡ ４３．５ ４４．９ ４２．４ ４３．８ ４２．１ 

 ＣＯ２排出原単位 ㎏/㎡ ７４．８  ８３．６  ６８．２  ６７．３ ６４．８ 
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（  ）：回答のあった企業数 

（参考資料）本社事業所の二酸化炭素排出量 



項  目 ２００７年度 ２００８年度 ２００９年度 ２０１０年度 

省エネ推進組織の構築 ３３ ４２ ５３ ７４ 

社員教育の実施 ４２ ５３ ５３ ７０ 

エネルギーの定期的な計測・記録の実施 ５５ ５６ ６８ ８２ 

エネルギー診断等外部機関活用   ５ １１ １１   ９ 

空調温度設定のルール化 ６５ ７０ ７６ ８５ 

クールビズ・ウォームビズ ８０ ８２ ８６ ９１ 

未使用機器・電灯の電源OFF推進 ７３ ７７ ８２ ９１ 

空調エリアの細分化推進 ２９ ３５ ３５ ４２ 

省エネタイプ照明器具への更新 ３９ ３６ ４７ ５５ 

窓ガラス日射遮断対策 ４２ ４４ ５２ ５９ 

エレベーター利用制限 ２０ ２３ ２３ ３２ 

グリーン電力購入   ５   ６   ６   ９ 

屋上緑化導入   ９   ９ １１ １４ 

太陽光発電導入   ３   ３   ３   ３ 

廃棄物発電導入   ０   ０   ０   ２ 

燃料電池導入   ０   ０   ０   ２ 

コジェネ設備導入   ５   ５   ５   ６ 
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単位 ： ％ 

（参考資料）本社事業所の取り組み 



単位 ２００６年度 ２００７年度 ２００８年度 ２００９年度 ２０１０年度 

営業車両台数 台 ４１，０４８ ４１，７５８ ４２，５８５ ４３，８２１ ４６,４５３ 

低公害車 台 １２，５１７ １４，６０５ １９，３８８ ２３，１３８ ２７，５０７ 

低公害車導入率 ％ ３０．５ ３５．０ ４５．５ ５２．８ ５９．２ 

ハイブリッド車 台 ７５９ １，７７１ ４，４３４ ７，４７７ １１，００２ 

電気自動車 台 ０ ０ ０ ５０ ５５ 

消費ガソリン ｋL ６６，３３８ ６７，５２８ ７２，４１３ ６７，３５５ ６８，７６１ 

消費軽油 ｋL ４ １６ ５ ６ ３ 

ＣＯ２排出量 ｔ １５３，９７４ １５６，７３０ １６８，０４０ １５６，３０５ １５９，５６０ 

ＣＯ２／台 ｔ／台 ３．７５ ３．７５ ３．９５ ３．５７ ３．４３ 
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（参考資料）営業車両からの二酸化炭素排出量 


